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地域自立生活支援とネットワーク構築

ルーテル学院大学総合人聞学部社会福祉学科

　　　　　　　　　　　　　　　高山由美子

1地域自立生活支援とネットワーク　～求められてきた背景～

1．「祇会福祉基礎構造改革」が新たに示した視点

　・個人の尊厳への視点

　・地域におけるその人らしい自立した生活への視点

　・住民参加による地域福祉推進の視点

、

2．地方分権と規制緩和

　・地方自治体による主体的取り組み

　・多様な主体の参入と住民の参加・理解・協力

3．介護保険制度下における地域包括ケアシステム

　・地域ケア型介護サービス

　・予防重視型システム

　・権利擁護システム

　・地域における認知症高齢者の見守りシステム

4．そして…障害者自立支援法…

皿　地域自立生活支援とネットワーク

1　地域自立生活支援とは

「地域に暮らす一人ひとりに対して、本人を取り巻く社会関係を踏まえて、本人の人生観を尊重しな

がら主体的な生活を送るために必要な支援をさまざまな人々のネットワークによって行うこと」

　（下線筆者加筆）（菱沼幹男：2009）

2．ネットワークとは

「一般には、網目状の構造とそれを力動的に維持するための機能」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（中央法規出版編集部編『社会福祉用語辞典四訂版第3版』；2008）

「一般的には、可変駐の高い網目状の人聞関係と、それが果たす機能の両方を指す」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（山縣文治・柏女霊峰編『社会福祉用語辞炎第6版』：2007）

3．ネットワーキングとは

「ある目標あるいは価値を鮪している人々のあいだで、既存の組織への所属とか、幽居住する地域と

かの差異や制約をはるかに越えて、人間的な連携をつくり上げていく活動」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（日本在宅ケア学会監修『在宅ケア辞典』：2007）
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4．ネットワークの特徴　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．

　・可変性の高い人聞関係と、それが果たす機能双方を指す。

　・共通の関心をもつ多様な参加者によって構成される。

　・参加者の対等な関係性と緩やかな結びつきからなる。

　・個人の自発性と権限の分散が重視される。

　（日本社会福祉士会地域包括支援センターネットワーク研究委員会『地域包括支援センターにおける連携・ネットワ

　ークの構築に関する冊彦事業中間報告書』：2009）

皿　ソーシャルワークにおけるネットワーク

1．ソーシャルワーク実践における「ネットワーク」の位踵づけ

「ソーシャルワークにおけるネットワークとは、関係者のつながりによる連携・協働・参画・連帯の

ための状態及び機能のことである」（岩間伸之：2009）

2．「地域を基盤としたソーシャルワーク」における8つの機能（岩間伸之：2008）

　・広範なニーズへの対応

　・本人の解決能力の向上

　・連携と協働

　・個と地域の一体的支援

　・予防的支援

　・支援困難事例への対応

　・権利擁護活動

　・ソーシャルアクション

W　ソーシヤルワークにおけるネットワーク構築への取り組みの視点

1．ネットワークが「ある」だけでは問題は解決しない。

→「ある」の認識が共有できているかを確認する・いかに活用するかが重要。

2．待っていてもネットワークはつくれない。

→地域を知る・私G組織）を知ってもらう・ネットワークの必要性（目的）の共有化。

3．ネットワークはひとつではない。

一→課題の発見・予防、支援・対応、組織・地域へ（個別支援～地域支援～個別支援）。

4．地域を見立てる

→地域の社会資源、地域に存在するグループ、キーパーソンとのつながりへの着目。

引用・参考文献
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　第2版』、中央法規出版、2009年。
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　『地域福祉研究』第36号、日本生命済生会、2008年。



第2章　地域自立支援協議会の目的・機能等について

第1節概　要

1）地域自立支援協議会の位置づけ

　法第77条第1項に、市町村が実施する相談支援事業について定められ、相談支援事業として実施すべき便宜

の供与については、障害者自立支援法施行規則第65条の10に図2－1一工の内容が定められており、下線部が

地域自立支援協議会に当たります。

　また、「障害福祉サービス及び相談支援並びに市町村及び都道府県の地域生活支援事業の提供体制の整備並び

に自立支援給付及び地域生活支援箏業の円滑な実施を確保するための基本的な指針」（図2－1－2）において、

相談支体制の構築を図るとともに、相談支援事業を効果的に運営するため、「地域自立支援協議会」という名称

を用いてその設置を求めています。

地域自立支援協議会の位置づけ
（法第77条第噸に規定する厚生労働省令で定める便宜）

第65条の10法第77条第傾第1号に規定する厚生労
働省令で定める使宜は、訪問等の方法による障審者

等、障害晃の保護者又は介護者に係る状況の把握、

必要な情報の提供及び助言並びに相談及び指奪、障
憲者等、障害児の保護者又は介護者と市町村、指定

障讐福祉サービス事業者等、医療機関等との連絡調

整、　　こ’i　　霊冒　に　　　　　　に　　極
゜

　　の　　に 瀞轍ためのム奎の

設置その他の障害者等、障署児の保護者又は分護
者に必要な支援とする。

図2－1－1

図2－1－2
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第2章　地域自立支援協議会の圏的・機能等について

2）地域自立支援協議会の運讃の視点

　障害者等の地域生活を支援するためには、共通の目的に向け、情報を共有して具体的に協働することが必要

であり、その中核をなす地域自立支援協議会が重要となります。ここでは、地域自立支援協議会を運営してい

く際のポイントについて記載します。

①共通の目的を持つ　　　　　　　　　　　　　　　　’

　法が目指す「障害のある人が普通に暮らせる地域づくり」について、全員が大きな共通認識を常に持ちなが

ら参加することが必要です。

②情報の共有

　地域の実態や課題等の情報を集約し、全員が共有しなければなりません。地域の実態や課題等を把握するた

めにも、個別支援会議を地域自立支援協議会の原点として位置づけることが必要です。

③具体的に協働する

　参加者が抱える実際のケースや地城の課題を持ち寄り（個別支援会議が重要）、制度や誰かのせいにするので

はなく、全員が自らの課題として受け止め、共に解決しよう、自分の所では何ができるのか、一歩でも前進し

ようというスタンスで協働していくことが必要です。従来の陳附・要求スタイルからの脱却を図り、共通の目

的に向け具体的に協働していくことが必要です。

④地域の関係者によるネットワークを構築する

（1）利用者が抱える様々なニーズに対応していくためには、保健、医療、福祉、教育、就労等の多分野・多職

　　種による多様な支援を一体的かつ継続的に用意することが必要です。

（2）官と民が協働するシステムを構築する必要があります。

（3）「ネットワークは誰のために行うのか？」と問われれば、それは当たり前のことですが「支援を必要とし

　　ている障害者等のために行われるもの」のはずです。1轟業所だけでは用煮できる支援に限界があるとい

　　うことに気づけば、自ずと顔が見えるネットワークの必要注が分かるはずです。

3）地域自立支援協議会の機能

　地域自立支援協議会が地域の障害福

祉のシステムづくりに関し、中核的役

割を損うことは、これまでも述べてき

ましたが、地域自立支援協議会には大

きく分けて6つの機能（図2－1－3）

があると考えられます。それぞれの機

能の詳細については次節で述べること

としますが、地域自立支援協議会が持

つ機能をよく理解し、地域自立支援協

議会をよりよいものとするために共通

の目標を常に持ち、対立構造を作らず

協働意識を育み、地城の支援レベルを

一つ一つステップアップしていくこと

が重要です。

地域自立支援協議会の機能
繍嚇磁翻㈱幽鱒　　．1に　＿　　　　　　　　　　｛　　、

購麟難綴鱗織麟．
開発機能

　　　．r　　　　　　．．．1　　　　　　．　．．　　．．　　　　．．　　　　　　　．、．．

．鋤齢融獺の鵬識穏　　．　．　　．．1　　．．　1．．．．．

継鞭繊麟．．…．1…1．．………．…………

権利擁蔑機能

｛…．．．、曳　　　．．　．、．1　　．．　　　．．糠纐細ζ醜る礁鑓農關甥雛　　　　　　　　　r　　．　　　　　　　　　　．

　　　・公　を確　　から．毛　　毒　の　興一、軽・．‘糖ビス糊醐憾嚢対鰍灘度包灘撮㈱評鰯．．．

灘鱒鐡購鞭策及購麟鱗脚奪轡

図2－1－3
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第2章　地域自立支援協護会の目的・機能答について

1第2節　地域自立支援協議会の機能等について

1，情報機能（情報の共有と発信）

1）情報の共有化とは

①潜在化した情報を顕在化させる

　地城の様々な機関が様々なところで相談支援活動を実施していても、意識して活動報告をしなければそこに

関わる一部の人にしか相談内容、結果が見えないことになります。相談されたことが解決されたのか、それと

も課題として残されているのか、地域に顕在化されて初めて地城の課題として認識され、次の地域づくりの大

きな要因となるのです。したがって、日常の相談支援活動の情報共有がきわめて重要になります。そして、そ

の機会が地域自立支援協議会です。

箋

②翼のネットワーク化とは

　ネットワーク、連携とは雪い尽くされたキーワードですが、構築することの困難さも実感するところです。

真のネットワークの源泉は個別支援会議における役割分担と、協働関係に尽きると首っても過言ではないでし

ょう。個々人のニーズに対して、どの機関がどの役割を担うのか協議・確認をしながら支援体制を構築するそ

のプロセスが、互いの機能を確認し、ギブアンドテイクの関係を作り上げる結果となります。そして、そのこ

とこそが真のネットワークの構築につながり、地域支援体制の充実につながるのです。その意味において個別

支援会議は、地域自立支援協議会のべ一スとなる重要な会議と言えます。

③地域資源の機能共有と評価

　地城には様々な社会資源が存在しています。相談支援事業者が日頃関わっている地域資源は、ほんの一部で

あることを常に認識してください。また、地域の社会資源も自らの機関が持つ機能に直接関わりのない機関・

領域に関しては、関心が薄くなりがちです。しかし、ひとりの人の入生を考えた時に、その成長とともにラ．イ

フステージのどこかで、自らの機関の機能との接点が出てくることが多くあり、決して他人事ではなく自分事

として、共に考える姿勢が求められます。と同時に自らの機関の機能に役割を求められた時には、地域の役割

として積極的に参画する意識、さらには、自らの機関の機能を地域に対して情報開示することが重要です。地

域自立支援協議会に各機関の機能が開示・共有されることにより、それぞれに期待され、求められる機能への

評価につながる結果となるからです。

④情報共有の方法

　情報を共有する機会づくりは、意識して作らなければできません。個別のニーズへの対応については、個別

支援会議において情報と課題の共有が可能です。しかし、日常の相談活動や個別支援会議の内容は参画してい

ない機関や人には届かないのが通常であり、地域自立支援協議会で共有する機会を作る必要があります。この

時に留意すべきなのは個々人のプライバシーに配慮しながら、個別のニーズへの対応から明らかになった地域

診断（地域評価）を中心に情報共有をすることが大切です。

2）情報の発儒とは

①誰が情報を発信するのか
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第2章　地域自立支援協議会の目的・機能簿について

　相談支援事業者はなぜ「地域自立支援協議会の核」として位澱づけられているのでしょうか。また、なぜ

「中立・公平性」を求められているのでしょうか。相談者の所属や世代に関係なく、地域のあらゆるニーズに対

応する役割を担っているからです。相談支援事業者が対応する不特定多数のニーズから見える、地域課題や対

応の実情を相談支媛事業者だけの情報とするのではなく、地域の情報として地域関係者で共有することが重要

であり、相談支援事業者はそのことで情報発信の核となります。この発信により相談支援事業の役割が、地城

自立支援協議会の中心話題となることで、ともすれば事業者ニーズが議論の中心に陥りやすい協議会から、利

用者ニーズ中心の協議会に育っていくことにつながります。

②どんな情報を発信するのか

　地域で拾い上げたニーズ全てをプライバシーに配慮の上、相談支援事業活動報告として、地域自立支援協議

会に情報発信することが重要です。ここで報告された情報が地域で暮らす障害児・者の生活ニーズを明らかに

し、さらにはそのニーズに地域がどこまで対応できたか、現状の対応の限界も含めた地域診断につながります。

また、地域の様々な社会資源が利用者ニーズにどのような役割を果たしたのか、各社会資源の機能評価にもつ

ながります。また、これまでにはなかった新しいタイプのニーズや、相談全体を通して多かったニーズの傾向、

地城の優先課題と考えられるニーズなど、相談支援事業の財産である様々なニーズへの対応から積みあげてき

た情報力を充分に発揮して、情報発信することが大切です。

③隅報機能がなぜ薩要か

　利用者ニーズ中心の地域福祉を構築するには、ニーズに基づく地域課題の共有が大前提です。地域には、い

まだ隠れている見えないニーズがたくさん存在しています。ニーズが潜在化したままでは対応が困難であり、

ニーズを顕在化させる必要があります。また、顕在化したニーズに柔軟に対応することも求められます。これ

らのプロセスが一部の閲係者にしか共有できていないと、地域福祉を構築していくエネルギーが半減してしま

います。地域自立支援協議会は地域の様々な社会資源が協働する場面であり、そのためには同じ土俵で、同じ

情報を持ち合わせて協議することが重要です。情報が偏ったり、一部の機関が握っていては、地城の福祉力は

高まっていきません。それだけ情報機能は塞要なのです。

　　　　　　　　　　　　　鼓2－2－1　情報共蕎のための報欝の実際　様式A

馨2



第2童　地域自立支援協議会の目的・機能簿について

褒2－2－2　情報共有のための報告の爽際　様式B

乞今月の相談支援活動について

①個別翻整会議の報告

團個別調整会

　　　　　H＊＊隼＊月＊日（水）13：30～15：3Q／i；購…1　　　　　　　　　　＊＊養護学校

　　　　　徽2隼時における進路懇談会。現段階での進路希蜘翻と今後の進路取り組みについて確認する

ii鐡蟻／本人の爽態、韓後の進路希獣進路に関わる情報交換、今後必腰聾ビスについて

　　　　　母、＊＊市＊＊学園障轡者支援センター＊＊訪問暦護ヘルプステーション＊＊養瞳学校

　　　　　居宅懸＊＊相微ンター

　　　　　・ヘルパーの利用は継続していきたいと母からの希望。

　　　　　・ハード面での課題として、自宅のベッド、リプター、お風黒が介助用でない状況。本人の身体状況に応

　　　　　じて改装や殼置が必璽。

　　　　　・現在高等部2年生。卒業時の避路について一年かけて検討していく。通園の状況や制度についての

　　　　　i欝匿交換等は密に行っていく。

／欝晒蓉；i

1難胃

懸灘
・F．仰ご・∈

H＊＊年＊月＊日（木｝10；QQ～12：00　iii灘蒙i＊＊＊ ＊＊＊＊福祉センター

母との進路懇談会を終えて情報交換と、卒業後のE仲活勤と生活支援の方向性を確認する

これまでの経過報告、本ケースのとらえ方、今後の進路の取り組みについて検酎

＊＊市＊＊養欝校居宅事粟所＊　＊＊＊作業所穏談センター

〈各関係機関の検討・確認纐〉

・＊＊園：ショートステイの希盟が母からあること、送迎の希望が出ていることの確認

・ ＊＊騨所；進路希懇として鹸終決定になったことの確臥

・サポートセンター：母からの希望としてお盆や正月のサービス羅が出ていること、3月以降のプラン

の鯛整。

・＊＊布：区分決定を畳けて、璋《の聞き取りの窺

・＊＊常校：作業所へのスムーズな移行。

・支援方針の一貫性については、今後も検酎が必要である。

〈新規ケース〉

H＊＊奪＊月＊日（水）14：30～15：151i購綾　＊＊＊　難i　灘難　　　　　＊＊養鰭彗交

｝ii離融1 本人・家庭の近況、サービス利用状況1こついて情報交換、今後の支援体叡】について検酎する

華鱒灘1 本人や家麗の近況磯Lサービス利用状況の確言忍今後の支援体制
＊＊市＊＊養護学校＊＊学園居宅事業所＊＊相談センター

碁垂‘　L1叩、i｝≒　　　　百

難難灘1蕪｝i
・畏期休暇箭の会議に乗せて家庭状況確認とサービス利用状況の確認を行う。

・期末懇談で家庭内の介護協力の有無等、家庭状5況について確認を行う。

〈瓢規ケース〉

lli縣騰

ii灘’

離i購筋

耶誠β，￥、囁

H＊＊鎮＊月＊田（火）12；30～13：30iii螺；ii　＊＊＊ ＊＊＊センター

現在のサ｝ビス利用状況の確認と、今後のサービスマネジメントや手続きについて確認する。

本人の様子について、現在のサービス利用について、今後のサービスマネジメントについて

母、＊＊衛居宅審粟所＊＊　＊＊ノj喋校相談センター

・サービス調整は今後も母が行う。

・長期休暇蔚の個別調整会議のメンバーにこのケースも入れて、家庭状況やサービス利用状況の確

聡を行う。母も了解済み。

・緊急時のために登録しておいた方がいいだろうということで、ナイトケアの串講用紙をわたす。

・冬休みの轍こついては、おそらく超えないように調整したと母。もし超えていたときのために、変

更申請罵紙をわたす。
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第2章　地域自立支援協議会の目的・機能等について

表2－2－3　情報共有のための報告の夷際　様式C

．網その他の会議

：　いい　　　囁 ト　ト

　　　　ト

　　　　　　　　　　℃遣　　石　　蝉｛　　　　　石’　　｛儲…

F　ト

＊月＊欝　（火） 13：30～17：00 第＊回甲賀地域障轡児・者サービス調整会議

＊月＊臼　（火） 9：30～11：00 第＊園特別支援教育部会

＊月＊B　く水） 9；00～11：00 第＊圓自立支援法担淺者会議

＊月＊日　（火） 9：00～11：00 第＊回サービス調整会議運営会議

＊月＊日　く火） 羽；00～12：00 第＊回相談職種ネットワーク会議

②主要な相談ケース報告

※別紙参照

（わ家での介護が大変だと思われる家籐について、現状のサービス利用状況の確認や

制度の説明、憐報提供を行った。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（新規ケース）

P＊～＊

（2）烹たる介護者が入院期問中のケアプラン中間確認のため、個別調整会議を行った。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（継続ケース）
P＊～＊

③今月の相談支援活動から見える課題

（1）サービス1用の において、正　まケアマネジメントの

地域のサービスには限罪があり、その限られた壷の中で多くの人が福祉サービスを利用している。決定支

給景のとらえ方一つにしても、もっている分だけ使い切らないと損だと思う人もいれば、著段から遠慮してな

かなか利用しない人がいたり、よっぽどの緊急箏態になっても決定支給最を超えてはいけないと思って限界

まで頑張る人がいたりと様々である。限られたサービスを必要とする人に必要な分だけのサービスを届ける

ためにも、それぞれの人が持つ希墾やニーズ、案態をしっかり把握し鶏的を明確にした上で、福祉サーゼス

利用につなげていくことの璽要性を感じている。

（2） 鉛 二なった　こ、生活の としてケアホームの ている

生活の場としてのケアホームやグループホームというサービスを知らずにいる人も多い。主たる介騰に

よる介護が困難になった際に施設入所か、他の蒙族の介護で在宅生活を継続するかの篇つの選択肢以外

に、ケアホームやグループホームといった家族と離れて地域生活を継綾することのできる資源があることの

麟侵梶供が必要と感じている。しかし、現状はホームのニーズはあるものの入居できるホームに限りがある

ため情報提供のみにとどまっている。今後ホームでの暮らしのニーズが高まっていくことは確案であり、地域

でのホームの設置は必蔓不可欠となっていくだろう。
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第2章　地域自立支援協議会の目的・機能箸について

．1）分野を越えてのネットワークの構築

　　保健・医療・福祉・教育・労働などの様々な分野において、ともすれば、支援者が属する分野の導門性や資

　源のみで利用者個々のニーズに対応したり、地域の課題に向かおうとしがちですが、地域自立支援協議会の存

　在により、分野を越えてのネットワークの構築が可能となります。

　　こうしたネットワークの構築が広がる中で、福祉分野にとどまらない、企業・司法などの分野とのネットワ

　ークの構築を志向していくこととなります。

　　また、このネットワークの構築により、これまでは支援が困難とされ、地域での暮らしをあきらめざるを得

　なかった、いわゆる困難な事例に対しても地域での支援が可能となってきます。

2）調整機能として求められる内容

①分野ごとの資源の共有化と整合性の確認

　保健・医療・福祉・教育・労働などの様々な分野がそれぞれにどのような専門性や資源を有しているかにつ

いての認識の共有化を図ります。

　さらに、こうした共有化をベースに、それぞれの資源がどのように連動し、役割を果たしているかを明らか

にします。

　このようなプロセスは、同時に、分野間で重複している資源や不足する資源などの過不足をそれぞれの分野

ごとで精査することにもなり、結果としてそれぞれの分野の個々の資源が、利用者のニーズに沿って統一的か

つ一体的な支援をする資源として再構築されることとなります。

　こうした連携が構築されていく中で、これまで支援が困難とされていた事例に対しても支援のアプローチが

可能となってきます。

　分野間での調整機能が十分に果たせることで、例えば、医療的ケアの必要な重度の障害者に対して、訪問看

護、訪問リハビリ、入院などの医療分野の対応と、訪問介護や生活介護、ケアホームなどの福祉分野の対応を

統一的・一体的に再構築することが可能になります。

　噛蟹團
倉

億

簸

織

隈

圏

圏

地域自立支援協議会

懸　轍難 翻

國

瑠

困

團

團

躍

綱

面鯉　地域自立支援協議会

　　　　資源の共荷化
魯麟聾輝撮函観闘細園園齢争

整含性の確認

利用者のニーズ

⑱

　　　　　　　　　　　　　　　　鶴
閣　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　醜

團　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　腰

留

蟹　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　臨

膓

　　　　　　　　　　　　　　　　函
　　　　　　　　　　　　　　　　臨

磁

　　　　　　　　　　　　　　　　鵬

ゆ触。鷲的諸髄響。。命

閣2－2一雀
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第2輩　地域自立支援協議会の目的・機能等について

②地域課題の整理

　個別支援会議を通じて現場レベルでは、様々な地域の課題が個別の事例ごとに認識されてきます。

　こうした課題は、個別の課題としてとどまるのではなく、地域の共通の課題であることを地域自立支援協議

会の場で共有化します。

　しかし、共有化された課題には、諜題ごとに相互に連動するものや、ある課題の解決が同時に、次の課題の

解決をもたらすものもあります。

　また、地域事情や施策の流れによっては、時機を待たねばならない課題もあります。

　こうした状況に対して、地域自立支援協議会の持つ調整機能を十分に活かしながら、緊急に対応すべき課題

と中長期的に対応すべき課題の整理を行います。

　その際には、調整機能の核として、地域自立支援協議会に事務局会議（運営会議）の設置が必要となります。

③課題解決に向けての手段とプロセスの確認

　地域の課題に対して、地城自立支援協議会の中で、課題解決に向けて検討する専門部会（プロジェクト）な

どの部会を設置していくのか、また、フォーラムや研修会などの啓発活動などを自立支援協議会として取り組

んでいくのか、さらには、地域自立支援協議会に新たな分野の参画を求めていくのかなど、それぞれの課題に

よって、地域自立支援協議会には課題解決に向けての手段やプロセスについての調整機能が求められます。

3）障害福祉計固の進捗管理と調整

　地域自立支援協議会の持つ調整機能をもとに、すでに策定された「障害福祉計画」がどのように具体的に取

り組まれてきているのか、達成状況はどうであるか、地域の現状に対して適切に対応できているのか、場合に

よっては、翫画そのものに見直しの必要がないのかなどの検討がなされます。

　このように、地域自立支援協議会には、「障害福祉猷画」の進捗管理や、よりよい誹画策定に向けて取り組ん

でいくことに関する調整機能、さらには、障害者の地域生活を実現していくための、広い意味での地域づくり

に向けた調整機能が求められます。
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第2章　地域自立支援協議会の目的・機能等について

3．欄発機能（資源の開発・改善）

1）資源開発・改善の足場としての地域自立支援協議会

①地域の資源とは

　利用者を支える地域の資源に
　　し
は、図2－2－2で示すような、

フォーマルな資源やインフオーマ

ルな資源、また、形のある資源や

形のない資源など、様々なものが

あります。

　そうした意味では、予算化され

たものや建物などのハードのみが

資源ではありません。

②地域自立支援協議会を通じて実

　現していく資源の開発及び改善

　個別支援会議を通じて、地区の

民生委員さんの見守り支援や友人

の励ましなどのインフォーマルな

　　　　　　　　社会資源の4領域

　　インフォーマル資源

寡族　　・配偶者　・スーパー

・友人　　・幼なじみ・タバコ厭

・知人　　・仲間　　・ボランティア

・ご近所の人・ペツト　・温泉

・コンビニ・観葉植物　・自宅

・寄付盒（カンパ）　　　　鱒・など

・励まし一醗惰　　・やる気

・友情　　し癒し　　　・向上心

・感謝　・餓契さ　・挑戦

・関心　・勇気

・筆｝心　　・気にかけること　…など

　　　　　　　　　　「
・施股／綱院　　・役所

・支援センター　・保健所

・灘薯年金　　・瞭轡者手帳

・市報　　　　　　…など

・ノーマライゼーション理念

・公的責儀　　・安否確露

・見守り　　　。成牢後見潮慶

・フォーマルネットワーク

・情報共有　　　　　…など

　　　　　　　　　図2－2－2　「社会資源の4領域」
「改訂　障害者相談支援従事者初任者研修テキスト」2DD7中央法規ρ203を一部変更し掲載

形のない資源が新たに開発・改善されたり、あるいは、高齢分野の居宅介護事業所が新たに障害者を対象とし

てヘルパーを派遣するという、フォーマルで形のある資源の開発・改善がなされることは、個々のケァマネジ

メントの過程の中で非常に重要なことです。

　しかし、個別支援会議の中で開発、あるいは改善する資源だけでは、解決困難な事例も数多くあります。

　その際、地域に更なる資源の開発や改善の取り組みが求められます。その取り組みの足場となるのが地域自

立支援協議会と言えます。

2）地域自立支援協議会の果たす資源開発・改審の過程

①個別支援会議を通じて地域の

　課題を集積していく

　飼別支援会議が開催されていく

中で、例えば、特別支援学校の卒

業を迎えるAさんの日中活動の場

の確保の課題、離職して家に引き

こもってしまったBさんの日中活

動の場の確保の課題、あるいは、

現在通っている日中活動の場にお

ける支援が適さなく、休みがちで

ある際のCさんの抱える日中活動

の場の確保の課題、こうした課題

を個々の課題にとどめず、地域に

共通する課題として地域自立支援

協議会の場において共有化してい

きます。

魑蘭感薗 地域自立支援協議会 圏圏翻厨趣

憾

瞳

醗

騒

團

凝

歴

麗

麟

厩

遡

囲

ii灘灘難鱗囎羅灘鵜難灘羅難難難ii
　Aさんの　　　　　Bさんの　　　　Cさんの

　課題○○　　　　　課題○○　　　　課題oo

◇
◆

　◆
　　◆
　　◆
　　　◆

璽

：

：

▽

地域の共通課題

　　　◆
　　◇
　　◆
　◆
◆
◇

轡魯霞關翻園國賑瞬醗曝鷹鼠騨③

図2－2－3

鶴

囲

醒

圃

囲

臨

圃

麗

團

團

國

働

17



第2章　地域自立支援協議会の目的・機能等について

地域には、医療・就労・教育等々、様々な分野で、個々の課題にとどまらない、地域での共通の課題が存在

しているはずです。こうした課題を個別支援会議を通じて、地域の課題として集積していくことが必要です。

②課題解決に向けて検討する「専門部会（プロジェクト）」の設置

　共有化された地城の課題の解決に向け、地域自立支援協議会に、それぞれの課題ごとに専門部会（プロ，ジェ

クト〉を設置し、どのような資源の開発あるいは改善を行っていくことが好ましいかについて、検討を進めて

いきます。検討された内容は、その都度、全体会などに報告し、検討の方向などについて確認をしていきます。

③資源開発・改善に向け、全体会を通じての提案

　導門部会（プロジェクト）において検討された内容を踏まえ、地域で必要とされる新たな資源の開発や改善

について、全体会を通じて地域に提案していくこととなります。

　資源の翔発や改善にあたっては、予舞化の伴うものと、新たな制度づくりや要綱づくり、あるいは、制度や

要綱の改正を必要とするものがあります。一方で、それまで予算化されていたものの予算縮小や組み換え、制

度や要綱の廃止などを必要とするものもあります。また、事業主体としての地域のサービス提供事業所が連携

して一定のルールに基づいて、それぞれのサービスを改善していく必要のあるものもあります。

　「地域自立支援協議会」はこうした資源の開発や改善を最終的に決定したり、それに伴う権限を持っている

わけではありません。そのため、予質化や事業化に関わって、市町村や事業主体などに提案し、実現に向け働

きかけていく必要があります。

　穆魍臨野闘

歯

国

圏

囲

地域自立支援協職会

謹

1囎，罵、 報告

囮團圏醒母
　　　　　③

　　　　　　腰

全

③趣醐腰闘醐舳囲騰題翻團獺鯉囹団秘φ

網

団

魍

③

市町村

等

図2－2－4

3）灘原の開発と改善のための、地域診断の必要性

　地域自立支援協議会は、提案された資源の開発や改善が、どのように市町村や事業所で検討され実現に向け

て取り組まれているか、報告を受けながら、その都度、必要な提案をしていくことが大切です。

地城自立支援協議会には、こうした地域診断に基づいた、資源の開発・改善の機能が求められています。

18



第2豪　地域自立i芝援協議会の目的・機能等について

4．教育機能（構成員の資質向土・研修の場）

1）地域自立支援協議会における教蕎機能

　障害等のある人がうまく地域で生活をするためには、人としての尊重やその障害に対応する社会資源のある

なし、その量・質等が大きなカギを握っています。中でも最も重要な位置を占めるのが「人」という社会資源

です。教育とは、「人」を望ましい姿に変化させるために心身両面にわたって意図的、計画的に働きかけること

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　かんよう
を言います。知識の啓発・技能（スキル）の教授・人問性の潤養などを図り、その人の持つ能力を伸ばそうと

試みる一運の過程です。

　人は無限の可能性を持っていることが知られています。その意味では「利用者」も「支援者」も、また人が

暮らす「地域」も無限の可能性を持っていると言えます。地域自立支援協議会の教育機能はその無限の可能性

に働きかける機能です。

　　　　　　　　　「利用者の可能性」×伎援者の可能性」×「地域の可能性」＝無限大

　ここでは地域自立支援協議会の教育機能について、その構成員の資質向上に必要な研修と、地域自立支援協

議会のプロセスそのものが教育機能を持つことについて説明します。人口規模や地域の成熟度など各地域の現

状と課題に合わせて必要な研修を組み合わせる等工夫してください。あまり研修体系が複雑になりすぎると本

来の目的を見失う危惧もあります。基本構造はシンプルで分かりやすく、かつ発展可能な研修の仕組みがコツ

です。

2）構成興の資質向上（スキルアップ）のために

　一定の相談支援従事者の資質については、都道府県が実施する「相談支援従事者初任者研修」及び「相談支

援従者現任者研修」があります。しかし、都道府県が行う研修だけでは利用者やその家族、関係者も含めた複

雑で矛盾に満ちた日々の実践活動や、また、その地域らしさを活かした支援への対応は不十分です。そのため

地城自立支援協議会で構成員の資質向上を図るための教育が必要になります。

　以下、いくつか研修コースの例を紹介します。

棉談支援従嘉者導入コーズ4h．，

内　容：各地域自立支援協議会管内（キャッチメントエリア）すべての相談支援従事者等が対象の導入研修。

　　　　管内全体がどのような現状であり、またどのような課題を抱えているかについて社会資源マップ

　　　　等を用いて概略の説明を行う。併せて各初期相談事例がどのような流れで自立に向け支援されて

　　　　いくのかを示します。

ねらい：個々の相談支援従事者とその事業所が、管内全体の中でどのような位置にあり、今後どのような

　　　　働きを期待されているのかを理解する。

キーワード：管内状況（現状と課題）、社会資源マップ、相談支援の流れ、トリアージ（対応ケースの優先

　　　　　　順位付け）

．相談支援従騨棊礎コ7ス24．巨、

内　容：新卒～3年くらいの支援者が対象。基礎コースは相談支援のベースとなる基本姿勢と基礎的なス

　　　　キル（面接の仕方～ケアマネジメント等）についての講義と技術演習及び事例演習を行う。

ねらい：抽象的なことではなく、現実的な見立てからケアマネジメント支援を組み立て、実行し、修正す

　　　　る一述のプロセスの中で利用者をエンパワーする働きかけを実践で学ぷ。

ギーワード：面接スキル、ニーズ、ケアマネジメント、ストレングス、エンパワメント等
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相談支援従攣書中級コーズ24わ』．

内　容：基礎コースを修了した中級者が対象。基礎コースの内容をべ一スにさらにポジティブにその人ら

　　　　しさやその地域らしさについての理解と支援を学ぶ。また、さらに事例を通してニーズから必要

　　　　と思われる社会資源の改善・開発に向けた働きかけを学ぶ。

ねらい：より充実した相談支援から社会資源への働きかけを学ぶ。

キーワード：ストレングス、リフレーミ》1グ、社会資源の改善・囲発等

季離援従謬緒鎌コ≧ズ1ス鐵蜘磁鋭鶏二1ゆ16隊皇「「

内　容：中級コース修了者が対象。基礎及び中級コースの演習グループのファシリテーター役を担う中で

　　　　スーパーバイザーとして実践をする。

ねらい：実際に基礎及び中級コースの研修の中でスーパーバイザーにとって必要なファシリテートや助言

　　　　のスキルを学ぶ。

キーワード：ファシリテート、スーパーバイズ、コンサルテーション、コーチング等

認建調査饅等研修41醸

内　容：障害程度区分認定調査員等を対象に研修を行う。

ねらい：利用者の障害が適正に認定鯛査に反映されるよう学ぶ。

キーワード：面接スキル、特記事項、精神障害特性、知的障害の特性等

3）地域自立支援協講会のプロセスを通じた教育機能

　地域自立支援協議会のプロセスは、様々な研修機会を包含していると考えています。例えば、相談支援専門

員は、定例会等において活動報告をすることにより、課題の整理・分かり易い資料づくり・報告方法等に係る

能力（整理したり伝える能力）を高めることができます。また、その活動報告を聞いている構成員は、地域の

情報を得るだけでなく、報告者の支援における工夫や社会資源の開発手法等を学ぶことができます。

　このことは、地域自立支援協議会の様々な場面で実践的な研修が可能であるということであり、地域自立支

援協議会のプロセスそのものが構成員に対する教育機能であるとも雷えると考えています。

　地域自立支援協議会の事務局は、特別な研修機会を企画するとともに、この点を意識した運営を行うことで、

構成員の資質向上を図ることができると考えています。

4）罵例検討会

構成員が事例を持ち寄り検討を行います。その事例の当事者である「人」の個別支援に焦点を当てたもの、

また、その当事者の個別支援を支える「しくみ」に焦点をあてた検討のやり方があります。何を目的とするか

により運営は大きく変わります。

5）相談支援従華緒のメンタルヘルス

　相談支援従事者の業務は障害者の自立を推進するやりがいのある仕事であると同時に社会の矛盾と対峙する
　　　　　　　　　　　　　　　．1
ストレスフルな仕事でもあります。燃え尽きないようスーパーバイズを職場で、また、地域で受けられるよう

に工夫が必要です。

6）地域の問題解決能力促進のために

　個別支援会議等や地域での事例検討を行う中で地域の課題となった事項等について、また、今は入所（院）等

の理由でその地域で生活していない事例についても、関係者や管内に住む住民として共有化したい内容の課題
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について研修を行う必要があります。

　官と民の関係者が同じ地域という目線で同じ地域において研修を受けられることは、共通のイメージで閲係

者が同じ夢を追い続けられるという自立支援推進に大きなメリットがあります。

フ）既篠のネットワーク等の活用

　これまで地域には各々の立場や専門性などからいろいろなネットワークが構築されてきました。それぞれの

研修で似たような企画などもあり、どうしてよいか迷うこともありました。今後、地域自立支援協議会の教育

機能がさらに効果的な展開をするためには、それらの既存のネットワークという社会資源に働きかけ、調整し、

強みを引き出しながら、うまく地域のために活かす工夫が必要となります。

1）障魯餐自立支援法における権利擁護の項圏

　障害者自立支援法第二条一三「市町村の責務」として「…　　その他障害者等の権利擁護のために必要な援

助を行うこと」、第二条一2項一四「都道府県の責務」として「…　　市町村が行う障害者等の権利の擁護のた

めに必要な援助が適正かつ円滑に行われるよう、市時村に対する助言、情報の提供その他の援助を行うこと」

とあり、市町村く都道府県の責務の中に明確に位置づけています。

2）自立支援協議会における権i利擁甕亜機能

・ 自立支援協議会は、ノーマライゼーションの理念とソーシャルインクルージョンの視点で組織化されたもの

　です。

・ 障害が有る人も無い人も、差別や区・別されることなく、決して孤立せず、その人らしく生活することのでき

　る地域や、そのための仕組みを作っていくために必要な問題や課題を協議していきます。

　具体的には、

①利用者が相談を総合的に受けることができ、迅速に適切なサービス利用につながる支援が得られること

②行政、関係機関、地域住民同士が一体となって、利用者やその家族がニーズに即した支援が迅速・適切に受

　けられるようなネットワークを形成すること

を実現していくために必要な協議の場であり、利用者だけでなく地域住民全体の生活者としての権利を擁護す

る機能を有しています。

3）障審脅の権利侵害は顕在化しにくい
【例】

・ 多くの問題を抱えながら地域で孤立した生活状況の人たち（家族も含む）に対して、来所相談優先、時問限

定の相談対応、関係機関のタライ回し、ニーズにマッチングしない社会資源や制度の紹介などは、ニーズに

応じきれず、虐待・自殺事例のような悲惨な事件に結びついてしまう場合があります。

　　　　　　　　　　　　　　ゆえ
・ 障害に対する無理解から、障害故の雇用拒否、不採用、不当な低賃金労働、いじめ、不当解雇等の問題があ

　ります。

・ 財産・金銭管理や消費生活上のトラブルも、相談が上がってこないと顕在化しにくいです。

4）自立支援協議会における権利擁護システムの構築に向けた取り組み

取り組む上での2つの視点

（1）本人のニーズを実現する視点

本人や家族のニーズに沿って、それを確認しながら、ニーズを実現する過程（プロセス）において、どのよ
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うな支援や取り組みが展開されたかを重視します。

【例】

①「障害をオープンにして働きたい」が支援機関の連携が充分に機能していない。

　就労経験や職場での体験等を把握し、本人の夢や希望に沿った就労を目指した支援をする就労支援専門機関

　である就業・生活支援センターやハローワーク、ジョブコーチ等の社会資源が有効に活用できるような体制

　づくりをする。

②当事者のピアサポート活動に対して関係者の認知度が低い。

　当事者同士のネットワークが形成され、発展していくために必要なバックアップの仕組みづくりに取り組む。

③地域生活に必要な住居の問題を検討する。

　長期入院の人たちを一人でも多く地域に迎え入れることや、家族から独立して生活できるようにするために

　必要な住居を整備していくための検討会を設置する。

（2）権利侵害防止の視点

　事例を通して、虐待防止や成年後見制度、地域福祉権利擁護事業等の利用支援システムを構築します。

【例】

①苦情解決の窓［コ機関や福祉サービス運営適正化委員会との連携体制を作る。

②虐待防止通報システムが児童、高齢者と随害も協同で活用できるような仕組みを作る。

③自立支援協議会の部会で、多問題を抱えた事例や、問題が長期に渡って継続し、解決の糸口を見つけるのが

　嗣難な事例や、サービス拒否の事例等を検討してくる中で、地域の権利擁護機能の課題が見えてきた。

④行政関係機関と民間支援機関の運携が促進されるような検討会が持たれるようになった。

⑤成年後見制度の市町村申し立ての理解が深まり、件数が増加してきた。

長野市自立支援協議会が「けんり部会」を設置。毎月一回開会。ゲストスピーカーを呼び、ミニ講演会を闘い

ている。

　部会員は公募し、父母、団体が中心となる。

　「当夢者の立場に立った支援とは？」「障害の理解」などについて、学習会や講演会も企画・実施。

6．評価機能

1）評価の愈嚢

　自立支援活動に関する一連の成果情報を一つに集約することによって、その価値が明らかになり、今後の課

題が見えてきます。公と私が協働する地域自立支援協議会は、こうした結果に関する情報の入力と出力をしや

すい立場にあります。

　一つめの評価対象は、個々の相談支援（ケアマネジメント）における活動過程や成果に関する情報から見え

てくる利用者の実態です。支援を必要とする方々は、本当は何を求めているのでしょうか？評価と活動修正を

繰り返すことによって、利用者が求めているものと提供するサービスを次第に合致させる必要があります。

　次の評価対象は、その地域における相談支援（ケアマネジメント）活動を具現化するサービス状況を把握す
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ることです。個々の相談支援は、あるいはそれぞれの事業所は、さらに複数のサービスを組み合わせた全体的

な壁と質は、いったいどのような状態なのでしょうか？今後どのようにサービスの量と質を向上させればよい

か、それを工夫する基礎資料となります。

　最後の評価対象は、その地域における資源や制度の実態です。表面的な規定や数値だけでなく、実際に利用

することによって分かってくる有効性と問題点を把握することです。われわれは、どのような地域を目指そう

としているのでしょうか？相談支援の活動を評価することによって、地域づくりに対する貴重な提雷が可能に

なってきます。

2）評価の内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　纒

①ミクロレベル　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

　個々の相談支援（ケアマネジメント）過程に関する評価システムを整備する必要があります。ここで注目す

る対象は、利用者を中心とした支援のネットワークです。地域の実状に合わせて、一部の事例を抽出するか、

全体を対象とするか、特定の相談機能に絞り込むか、協議しながら評価内容を設計することになります。

　具体的な例を挙げてみますが、他に様々な方式が工夫されることでしょう。例えば、評価に目的をおいた定

期的事例検討会の開催、モデル事例集の発行、評価基準（指標）の提示、利用者満足度調査の実施、データの

累積化、苦情受付及び処理体制の整備などが考えられます。

②メゾレベル

　地域に存在する機関、施設、集団等に関する評価システムを整備する必要があります。ここで注目する対象

は、事業所や専門機関などフォーマルな機関の実状、そしてセルフヘルプ団体やボランティア組織などインフ

ォーマルな組織の実状、さらにそれらの結びつき方の実状です。

　具体的な評価例を挙げてみます。例えば、活動実践報告及び調査結果の解析、ベストプラクティスの選定、

利用者調査の機関別解析、共通のアクシデント・インシデント対策の整備、必要なNPO機能の提案などが考え

られます。

③マクロレベル

　市町村、都道府県、国レベルの行政と法制度に関して、利用者に最も近い立場から評価して提言するシステ

ムを整備する必要があります。マクロレベルの評価において注目する対象は、制度や施策の実務的な適切性で

す。

　具体的な例では、実践活動の成果と課題を行政関係者と定期的に情報交換する体制、市町村における自立支

援関連施策評価委員会設置に向かう基礎資料提示、予算配分に関する基礎資料提示などが考えられます。

3）評価の利用

　蓄積される評価結果は、各レベルの構成員に利用されなければ意味がありません。評価機能の成果自身もま

た評価される必要があるからです。以下は例示の段階です。

①住民：利用者とその家族をはじめとする住民が、相談支援に関する評価の成果について、広報誌やインター

　　　　ネット等で確認できるようにしてはどうでしょうか。

②専門職：相談支援を担う多くの専門職が、相談支援システムの実状とその成果について、常時確認できるサ

　　　　　イトを運営してはどうでしょうか。教育機能とも運動します。

③行政機関：その成果について、障害福祉計画等に積極的に反映できる仕組みが求められます。
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